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「今後の労働者派遣制度の在り方に関する研究会」ヒアリング（２０１３年６月６日） 

 

           ＵＡゼンセン（全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟） 

                         政策・労働条件局長  中村善雄 

 

 

 

１．「労働者派遣制度」についての基本的認識 

（１）「労働者派遣制度」は労働力需給調整システムとして一定の機能（雇用機会の確保、

労働者の適職探索支援、能力開発機会の提供）を有しており、必ずしもすべてを肯定的に

評価するわけではないが、日本経済の中に組み込まれたものとなっている。 

（２）しかし一方で労働者派遣制度の創設・改定の歴史は、労働の規制緩和（労働者保護

の後退）の歴史でもある。特に、一般業務への拡大以降、長期の不況、国際競争を始めと

する市場競争の激化により、企業はコスト（人件費）削減として、コスト面から正社員以

外の労働力を多く使用するようになり、派遣労働の解禁・緩和がこれに拍車をかけてきた

側面があることは、まぎれもない事実である。一方で、（低条件ではあるが）不況下の雇用

機会の拡大やマッチング機能として、ポジティブな役割を発揮してきたことも事実である

が、日本全体の労働者保護、雇用環境は悪化したし、能力開発機会の提供を含め、不安定

な労働者が増大した。特にリーマンショック以後行なわれた大量の派遣労働者の解雇・雇

止めは「労働者派遣制度」に内在する欠陥として厳しく認識されるべきである。マクロ的

に「不安定雇用の拡大を防止する」という政策的観点からは、使用と雇用が分離している

（したがって労働者保護について使用責任と雇用責任の実質的分担があいまいになってい

る）「労働者派遣」の領域の拡大には労働市場全体への影響を含め慎重に対応すべきである

と考える。 

（３）「労働者派遣制度」は、内在的・本質的に（派遣）労働者の保護の弱い制度である。

労働者保護に責任を持つ雇用主と使用者の責任が分離され、派遣契約（商契約）に雇用契

約が従属せざるをえないからである。（この点がリーマンショック以後の「雇用の不安定」

が集中的に表れた）。雇用主としての（労働者保護の）責任の主たるものは、雇用の安定、

適切な労働条件の確保、安全衛生（快適な職場環境）の提供であり、長期雇用と生産性向

上をベースとした慣行では労働者の能力開発（実践的な職業能力開発によるキャリア形成）

が実態的に組み込まれてきた。 

「使用主」と「雇用主」が分離される「労働者派遣」は、使用者として自らの業務の遂

行に（派遣）労働者を組み込みつつも、（派遣）労働者の保護については一定の限られたも

のを除き責任を持つことはない。派遣先は使用者としての労働者保護の意識が薄いのが実

態である（制度が複雑でつかいにくいという実務からの批判も、使用主としての責任の自

覚が薄いことから起因している部分も大きいのではないかと考える）。法は使用主（派遣先）
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と雇用主（派遣元）双方で共同（分担）して、直接雇用と同等の保護責任を形式的にはか

けているが、雇用関係を軸として基本的には派遣元にその責任を多く課している。 

現実の問題としては、派遣先と派遣元の交渉において役務提供内容・期間・対価が決定

される商契約を前提とすれば、派遣元が雇用主としての労働者保護の責任がまっとうでき

るか（したがってマクロ的な労働市場全体での労働者保護の強化が達成されるか）は、派

遣元である雇用主の責任の自覚と力量（派遣先との交渉力）によるところが大である。派

遣元はその能力をもっているか、現実的にそれを行使できる環境となっているかについて

は、マクロレベルでの不安定雇用の拡大防止という労働政策的観点からしっかりと検討さ

れるべきである。 

特に、高度な専門的能力を背景にした派遣を除けば、派遣元が派遣先使用者としての労

働者保護に対する責任を派遣先に対して要求し、実現することは難しいと考える。 

 

（４）「労働者派遣制度」の領域については、国全体のマクロレベルでの労働の保護の質の

改善（不安定雇用の拡大防止）という労働政策の観点から、一定の領域に制限されるべき

（安易に拡大すべきではない）であり、過去に規制（業務、期間等）が加えられてきたこ

とも、当初は存在しない形態であったこととあわせて、労働政策的観点から十分に理由の

あることであったと認識している。特に、派遣労働者自体の雇用が不安定であること、労

働条件が基本的に業務により決定される性格が強く、労働者の生涯を通じた労働条件の向

上のためには業務の高度化と労働者自身の職業能力向上が不可欠であるが、それを促進す

る仕組みが働きにくいこと、は「労働者派遣」のシステムに内在する性格であり、雇用に

おける「労働者派遣」の領域の拡大は、旧来の長期（直接）雇用慣行システムの持ってい

た雇用保護の全体的な水準を低下させることになると考えられるからである。 

 

（５）「派遣」は、「専門的業務」から導入された。「専門的業務」の場合は、派遣元の交渉

力が強く労働者を守る派遣元の雇用責任が果たされることが現実的に期待されることに加

え、派遣元にとって労働者の能力開発を促進する誘因が働き、業務の高度化（労働者にと

っては賃金上昇）がなされる経営が期待される。また、労働者にとっても「１企業にとら

われない専門性を軸とした働き方」を求めるニーズに適合する他、労働者の交渉力も比較

的強い。「専門的派遣」は、新しい働き方（それにふさわしい処遇を含め）の選択肢を拡大

するものとして意義のあるものと考えられる。期間制限もされるべきではないし、労働者

の意思により派遣先に優先雇用される仕組みも労働者のキャリア形成にとって選択肢を広

める上で好ましいことと考える。 

（６）「派遣」が「専門的業務」から「一般業務」に拡大されたとき、「一般業務」は「臨

時的・一時的業務」に限られた。この限定は、労働者保護の実効性（派遣先労働者・派遣

労働者双方を含む労働市場全体としての）を担保するものとして重要な意義があると考え

る。派遣元の交渉力（雇用主として派遣労働者を守る力量）が弱い場合が多くなると想定
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され、派遣労働者に悪影響が及ぶことは必至である。長期でキャリア形成を考える労働者

にとってリスクの高い働き方である一方で、「派遣」が持つ「マッチング機能」からすれば、

｢臨時的・一時的業務｣に限定されるものの、短期的な雇用の確保により初期の仕事を通じ

た能力形成に役立つものとなる。また、「臨時的・一時的業務」といっても、全ての業務に

ついて１年間は働くことができる（当初の期間制限）のであって、これも「派遣」という

新しいシステムの持つ優位点であると考えられる。「紹介予定派遣」や「期間制限経過後の

直接雇用申し込み義務」の改定も、労働者のキャリア形成にとってこれを促進する重要な

意義を持つもので、社会システムとしての「派遣」のメリットであると考える。 

（７）現行の「派遣制度」については、様々な批判があり実態的にも紆余曲折のメリット・

デメリットがあったものの、これまでに確立してきた「専門的業務」「臨時的・一時的業務」

「直接雇用申し込み義務」といった骨格は、基本的に維持したうえで、「派遣」が持つ労働

者保護に欠ける側面について、法的保護を図り、労働者にとって自らのキャリアとして選

択できる働き方として整備していくことが必要と考える。 

 

 

２．個別ヒアリング項目について 

 検討会では従来とは視点の異なる論議もなされているようであり、それらの論点につい

ては、産別として組織的に議論されているわけではないので、口頭で意見交換をさせてい

ただきたく思います。 

 

以 上 


